


～「万が一のときの健康保険給付」～
知っておきたい社会保険シリーズ

ワイズライフＦＰコンサルタント　代表　山中 伸枝

「組合健保と上乗せ給付」は？　勤務先によっては、健康保険組合に加入されているところがありま
す。組合健保の場合、独自の上乗せ給付がある場合がありますので、ぜひ一度給付内容をご確認下さい。

 未就学児の医療費自己負担は２

割ですが、市区町村によっては医

療費助成があります。中学卒業ま

で、あるいは高校卒業まで医療費

負担不要というところもあります

から、お住まいの地区の役所で確

認されると良いでしょう。

１か月に自己負担する

医療費限度額は約９万円！

未就学児には

医療費助成がある市区町村も！

　１か月に負担する医療費の自己

負担には上限が設けてあります。

その額、一般の方で約９万円。も

し手術などでそれ以上の医療費が

かかったとしても、上限を超えて

自己負担をする必要はありません

（高額療養費制度）。家族が同時

に病院に通っているようなケース

であっても、同様です。

　また１年に３回以上高額療養費

の対象となった場合、４回目から

は自己負担上限額が44,400円に

引 き 下 げ ら れ ま す （ 多 数 回 該

当）。※収入により自己負担上限

給与の約３分の２を

補ってくれる傷病手当

　会社員の場合、病気やけがで働け

なくなったとき、健康保険から傷病

手当金が支給されます。欠勤が続く

と、給与がカットされますが、その収

入のマイナス分を健康保険が補って

くれるわけです。例えば給与30万円

の方が病気で１か月欠勤し給与の支

払いがゼロだった場合、傷病手当金

は給与の約３分の２、つまり20万円

 病気やけがは、誰もが等しく負

うリスクです。もし病気になった

ら、医療費はいくらかかる？　生

活は大丈夫？－今回は、そんな万

が一のときに役に立つ、国の健康

保険制度をご紹介します。

額は異なります。 となります。傷病手当金は働けない

期間が継続した場合、例え病気療養

のために会社を退職しても、支給開

始から最長１年６か月間支給されま

す。

　このように手厚い給付のある健康

保険制度ですが、個室等を希望した

場合に請求される差額ベッド代や、

がん治療等に用いられる先進医療な

どは健康保険が適用されず、時に高

額な負担を要求されることがありま

す。

　また傷病手当金で給与の一部は

補填されますが、収入の減少である

ことに変わりありませんし、扶養家

族の方や国民健康保険に加入してい

る方には、傷病手当金はそもそもあ

りません。そういった健康保険がカ

バーしきれない部分に備えるのが、

民間の医療保険。公的保障の不足分

を上手に補い安心を手に入れたいも

のです。

高額療養費制度（70歳未満）

上位所得者
（国保　年間所得６００万円以上、
健保は標準報酬月額５３万円以上）

一般
低所得者（住民税非課税世帯）

所得区分 自己負担上限額 多数回該当

１５０，０００＋（医療費－５００，０００円）ｘ１％ ８３，４００円

８０，１００＋（医療費－２６７，０００円）ｘ１％ ４４，４００円
３５，４００円 ２４，６００円

212,570円を高額療養費として支給し、実際の自己負担額は87,430円となります。

＜例＞100万円の医療費で、
窓口の負担（３割）が
30万円かかる場合

窓口負担　30万円
医療費　100万円

87,430円負担の上限額　80,100円＋（1,000,000円－267,000円）×１％　＝

212,570円高額療養費として支給　30万円－87,430円　＝



　企業が労働者に対して「補償」や「賠償」を行うことがありま

す。実は、同じように見えるこの２つは次元の異なるものです。企

業リスク対策を考える上で、この違いをしっかりと認識しておきた

いものです。

～労災保険と民事損害賠償③～
ＣＳ労務経営研究所　社会保険労務士　　三宅　直知

「労災認定」とは？　被災労働者本人に「故意」または「保険給付の全部を行わないとする重大な過失」が無
い限り、業務遂行性、業務起因性等一定の要件が認められること。これにより、労災保険からの支給が決定される。

企業におけるリスクマネジメント
ワンポイント講座 企業の雇用リスク対策シリーズ

●「補償」と「賠償」は

次元が異なる

　補償とは、憲法25条（生存権、

国の生存権補償義務）に基づきな

されるもので、業務災害における

補償制度が労災保険になります。

したがって、労災保険は、被災労

働者又は被災労動者の遺族の生活

権を守ることが目的です。そのた

め、被災者本人に「故意」または

「保険給付の全部を行わないとす

る重大な過失」が無い限り、業務

遂行性、業務起因性等一定の要件

が認められれば、労災保険より保

険給付の支給が決定されます（こ

れが一般的に労災認定とよばれて

います）。そして、当然ですが、

この決定に企業の故意または過失

の有無は全く関係ありません。

●労災認定されなくても

損害賠償請求が認められることも！

　このように労災認定＝民事損害

賠償義務ではありません。しかし

ながら、業務と傷病との間に因果

関係が存在する限り、労災認定の

有無にかかわらず企業の過失が0

ということはあり得ないと考える

べきです（第3者行為災害は除

く）。したがって、労災認定され

た場合だけでなく、されなかった

場合でも損害賠償請求が認められ

る可能性はあります。

　もちろん、業務災害を発生させ

　これに対し、賠償は

相手方の故意または

過失により被った損害

の補てんを、民事上の

責任を追及し請求する

もので、民法の不法行

為責任（民法709条）

や債務不履行責任（民

法第415条）等に基づ

いて行われます。した

がって、民事損害賠償請求が認め

られるか否かは、労災認定とは異

なり企業の故意または過失の有無

が争点になります。

た過失のすべてが企業にあるとは

限りません。例えば、長時間労働

による疲労の蓄積で「過労死」し

たような場合でも、本人の既往症

の有無、健康管理状況、生活態度

等を勘案し、本人の過失を認める

ケースも少なくありませんし、事

故などの場合、被災労働者本人の

不注意が主たる原因であることも

しばしばあります。このような場

合、企業と被災労働者との間で過

失割合を決め、企業の過失分に対

して民事損害賠償額が決まること

になります。

　したがって、賠償額の算出は交通

事故の場合とほとんど同じです。

ただし、留意しなければならないの

は、業務災害は、使用者（企業）と使

用人（従業員）との間で生じるもので

あるということです。つまり、業務災

害を交通事故に例えるなら、自動車

同士の事故ではなく、自動車と人によ

る人身事故であるということです。

当然ですが、自動車が企業です。

最近の高額賠償の判例（和解も含む）
賠償額

1億3200万円

7744万円

本人過失
40％

35％

判例年月日
大阪高裁 H23.2.25

大阪高裁 H20.3.27

天辻鋼球製作所事件

府立病院麻酔科医死亡事件
8700万円 0名古屋高裁 H20.8.25スギヤマ薬品事件

7940万円 30％東京地裁 H20.12.8システム開発プロジェクト
マネージャー自殺事件

1億400万円 0釧路地裁帯広支部 H21.2.2音更町農協うつ自殺事件

9900万円 0福岡地裁 H21.12.230歳空調衛生工事
現場監督自殺事件

1億9400万円 20％鹿児島地裁 H22.2.16康正産業事件

事件名
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